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スモールスタートで始める情報教育のための
仮想化基盤の構築と展望

柏崎 礼生1,a)

概要：情報システムのための計算機資源を仮想化し集約することで初期導入・維持運用コストの低減を図
る取り組みが 2000年代後半から様々な大学で行われている．しかし一般的に導入されたシステムは 5年
間の稼働を前提としているため，キャパシティプランニングと設計に困難が付きまとう．本稿では小規模
大学における仮想化基盤の導入を通して，計測・設計・導入の高速サイクルによるコスト削減の方策を検
討する．

Hiroki Kashiwazaki1,a)

1. はじめに

2000年代中盤に CPUの動作周波数の競争が一段落する
とマルチコア化が進んだ．マルチコア化した計算機資源を
最も活用し得るアプリケーション市場は仮想化ハイパー
バイザであると目した CPUメーカーは仮想化ベンダーと
協調し，仮想マシン (VM)を動作させる際の様々なボトル
ネックを解消した．これによりVM は物理マシンと遜色な
いパフォーマンスで動作することが可能となった．このよ
うな仮想化技術の成熟とともに情報システムを稼働させる
物理マシンを仮想化環境へと移行し，さらにはパブリック
クラウド事業者が提供する IaaS*1へと移行する試みが行わ
れている [1]．クラウドコンピューティングという言葉は，
Gartner，UC Berkeley，そして NISTによる定義が引用さ
れることが多いが [2–4] ，本稿では「仮想化技術を用いて
実現されるスケールアウト可能な基盤の上に構築された，
規模を収縮可能なサービス」の意味で用いることとする．
組織外部のパブリッククラウドサービスを使うだけでな
く国内の教育・研究機関の情報センターや研究科でのパブ
リック・プライベートクラウドの構築が行われている．静
岡大学はクラウドコンピューティングを全面採用した情報
基盤システムを構築した [5]，北陸先端科学技術大学院大学
(JAIST)では仮想デスクトップサービスを提供するために
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プライベートクラウドを構築している [6, 7]．佐賀大学は
専用線で接続された外注先にプライベートクラウドを構築
し，メールサービスの提供を行っている [8]．一方で，東京
工業大学の TSUBAME2に代表されるクラウド型 (スケー
ルアウト型)HPCIや北海道大学アカデミッククラウド [9]

など計算能力の大きさに重点をおいたパブリックサービス
も提供されている．
本稿では小規模な大学におけるスモールスタートによる
仮想化基盤の構築事例を解説する．この大学では，幸いな
ことに仮想化基盤の導入が遅れていた．予め確保された巨
大予算に従った構築でもなかったため，様々な実験的手法
を試行する余地があった．既存のパブリッククラウド，ア
カデミッククラウドとの連携や，広域分散クラウドコン
ピュータを利用する構築・運用モデルについての提案，そ
して大規模大学の情報教育システムへの適用可能性につい
て考察を行う．

2. 仮想化基盤の構築 (2010年度)

本稿で事例を紹介する大学は 2学部 3研究科からなる国
立大学である．学生数は学部・大学院あわせて約 3,200人，
正規教職員数は約 300人，非正規教職員数は約 1,000人で，
総計約 4,500のアカウントを持つ．組織運営のための情報
システムとしては，財務会計システム，人事給与システム，
教務情報システムなど 11システムが稼働している．2010

年 7月までこれらの情報システムはすべて物理マシンで動
作しており，VMで運用される情報システムは少数の部局
の実験的な情報システムに限定されていた．
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2.1 コストメリットの算出
学内の情報システムを物理マシンから VMに移行する
際に，仮想化ハイパーバイザーを提供するメーカーによる
P2V(Physical to Virtual)ツールを用いて VMへ移行する
方法がある．しかしこの方法を用いて，物理マシン上で稼
働している情報システムを VM上での稼働に移行する場
合，式 (2.1)により得られる損失 LP2V を評価することが
望ましい．

LP2V = CP2V + TP2V × Sc(t) + PP2V (t)× Ux(t) (1)

上式において
( 1 ) CP2V : P2Vに要する費用
( 2 ) TP2V : P2Vにより発生するサービス断時間
( 3 ) Sc(t): サービスが提供する価値関数 (費用/時間)

( 4 ) PP2V : P2V後のサービスのパフォーマンス変化
( 5 ) Ux(t): ユーザエクスペリエンスの価値関数
である．P2Vにおいては，この損失 LP2V よりもVMへ移
行することによるメリットが上回ることを，該当情報シス
テムの構築業者および運用担当者に納得してもらうことが
必須である．情報システムの更改のタイミングで，初期構
築から VMで行う場合，CP2V および TP2V が最小化され
るため VMへの移行を比較的潤滑に行う事が可能となる．
しかし大抵の情報システムはハードウェア・ソフトウェア
のサポートの観点から，構築されてから 5年以上利用され
る．全ての情報システムの更改が同時期に揃って行われる
大学や研究組織もあるが，本稿の題材となる大学において
は各情報システムごとに導入時期やサポート期限が異なっ
ていた．
大規模な大学が大規模な予算を獲得した場合，大量の計
算機，広帯域のネットワーク，そして高性能なストレージ
をふんだんに駆使したクラウドコンピューティング環境
を実現できるが，小規模な大学における単年度のスタート
アップ予算で開始する仮想化基盤の構築では全く異なる戦
略が求められる．不必要に強大な計算機リソースや広帯域
のネットワーク帯域，ストレージの高い I/O性能を実現す
る必要性はどこにもなく，その組織の情報システムの総規
模に相応な仮想化基盤を構築することが求められる．物理
環境の計測結果は設計根拠として有効である．
実際に稼働しているシステムを計測するのではなく，シ
ステムが稼働するサーバのスペックから仮想化基盤に必要
なホスト数の推定を行う方法がある．この手法は推定の正
確さには欠けるが，費用もかからず即座に見積もる事が可
能である点が特長である．この手法で概略を把握した上で，
部分的にでも実システムの計測を行う事で，まずまず正確
な見積もりを低予算・低労力で実現することができる．

2.2 物理環境のリソース計測
2010年度に更改が予定されているシステムとしてグルー

プウェアがあり，このシステムの運用は広報係が行ってい
たが，ハードウェアを保有していたのは情報センターであ
るといういびつな構造になっていた事も幸いし，グループ
ウェアのバージョンアップのタイミングで物理マシンから
VMに移行することに快諾して頂くことができた．システ
ムの OSやソフトウェアのインストールは情報センター側
で行っていたため，物理マシン上の OSに計測ツールをイ
ンストールすることについても，運用担当の反発もなく了
承して頂けた．当初，このグループウェアの利用は事務職
員のみに限られていたが，有期雇用の事務職員も含めると
常時 200 ユーザが利用しており，そのほぼ全てのユーザ
が常駐アプリケーションであるリマインダーを使って定期
的なWebサーバへのアクセスを発生させていた．学内の
Webシステムとしては有数の負荷を誇るであろうと推測さ
れていたため，計測を行うテストケースとして意義があっ
た．計測に用いたツールはMunin*2 で，Webサーバへの
アクセス頻度，トラフィック要求量，CPU利用率，メモリ
利用率を 1ヶ月計測した (図 1)．Webサーバへのアクセス
頻度は秒間平均 10アクセス未満，トラフィック要求量は朝
のピーク時で 3 Mbps程度，CPUは 95%以上がアイドル
状態で，4 GBのメモリは 100%使われる事もあるが，1ヶ
月の総量ではメモリの 82%が cache/buffers状態にあった．
またこのグループウェアの仕様は 2コア以上の CPUと 4

GBのメモリを要求しており，計測結果からもこの規模の
VMを作成すれば良いことが根拠付けられた．

2.3 仮想化環境とのリソース比較
VMを動作させる仮想化ハイパーバイザとして VMware

ESXi (vSphere)を選択し，これを動作させる物理サーバと
して hp社の Proliant DL360 G7(Xeon E5640, 18 GB, 500

GB SATA HDD× 3 (RAID1 + Hot spare))を調達した．
仮想化ハイパーバイザと管理ソフトウェアの組み合わせと
してKVM，XenとOpenStack, CloudStack の組み合わせ
ではなく VMware vSphereと vCenterを選択した理由は
学内情報システムの動作する OSが多種多様であり，構築
する仮想化基盤に合わせて各情報システムの構築をしても
らうのは本末転倒であると判断したことと，KVM，Xen

と OpenStack，CloudStackの組み合わせでは当時は正式
な日本拠点のサポートがなかったため，自分が構築できた
としても後任が運用を持続できる保証がなかったためであ
る．この調達は仮想化基盤の本番環境ではなく，あくまで
仮想化基盤上の VMに移行した場合における計測が主目
的であるため高いスペックである必要はなかったが，管理
サーバであるVMware vCenterを導入することを想定して
いたおり，この物理サーバを vCenter用に転用することを
前提としたため，前述のようなスペックとなった．

*2 http://munin-monitoring.org
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図 1 グループウェアサーバ (物理) のアクセス数，トラフィック量，CPU 使用率およびメモ
リ使用量
Fig. 1 Apache Accesses, amount of traffic, CPU usage and Memory usage status of a

Physical Server of Groupware

この物理サーバに VMware vSphere を導入し，2 core,

4 GB のメモリからなる VM を作成して Debian (GNU)

Linux 5.0をインストールしてグループウェア環境を構築
した．構築後，1ヶ月間計測を行った結果，CPU使用率と
メモリ使用率は図 2に示す結果となった．
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図 2 グループウェアサーバの CPU とメモリ状態
Fig. 2 CPU and Memory status on Groupware Server

CPUの使用率は数%，動作周波数にして数十～200MHz

程度であった．またメモリも割り当てられた 4 GB に対
して使用率は数%と非常に少ないものであり，これは物理
サーバでの稼働時に計測した結果に十分近い結果である．
学内にある他の 10 の情報システムにおける平均的なメモ
リ搭載量は 8 GB程度であったので，今年度に全てのシス
テムが仮想環境に移行されたと仮定しても合計 80GB 程
度のメモリを確保した仮想化サーバを用意すれば良いと
見積もりを立てた．CPUの性能については評価が困難で
あったが，プロセッサーを後から増設することの困難さか
ら 2 プロセッサ構成とすることを前提とした．同様に動
作周波数についても後から不足が判明した場合に買い換え
と換装をする事が困難である事を加味して当時における最
高モデルの CPUを調達することとした．またサーバの物
理障害に対応するため HA(High Availability)構成とする
ことを前提としていたので調達する仮想化サーバ数は 2台
とした．サーバ数が今後も増えると仮想化サーバのパッチ
当てやバックアップの運用コストが問題となるので，それ
らを統合管理できる VMware vCenterを含めた構成とし，
vMotionによるライブマイグレーションが可能な VMware
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図 3 Netgear 社 ReadyNAS Pro 2TB × 6 の iozone による評価結果
Fig. 3 Results of Evaluation on Netgear ReadyNAS Pro

vSphere 4.1の Standard Editionを仮想化ホストの OSと
して選んだ．購入した仮想化サーバのハードウェアスペッ
クは下記の通りである．
• CPU: Xeon X5670 2.93GHz (2CPU)

• メモリ: 36GB

• HDD: 2TB (RAID5 + HotSpare)

2.4 ストレージの選定
技術的な情報収集を十分に行わなかった事に起因し，こ
の構成には無駄な箇所がある．vSphere 4.1では NFSもし
くは iSCSIにより接続されたデータストア上に配置された
VMを vMotionによりライブマイグレーションすることが
できるが，仮想化サーバのローカルストレージに配置され
た VMはライブマイグレーションできない *3．HA構成を
実現し，ライブマイグレーションを行うためには NFSも
しくは iSCSIを利用可能なストレージ製品を調達する必要
がある．残予算の問題から高価なストレージ製品を調達す
ることが困難であった．そこで Netgear社の安価な NAS

である ReadyNAS Proを購入し，2TBの HDDを 6台搭
載して RAID-Xを構築し，NFSでマウントした際におけ
る iozoneによるパフォーマンステストを行った (図 3)．
64MB以上の sequential writeを行うとパフォーマンス
は格段に低下する点が特徴的である．sequential read や
random write, random readにおいてはファイルサイズ，
ブロックサイズに関わらずそこそこの性能を発揮する事が
分かった．本来ではあれば iozoneだけでなく bonnie++*4

や fio*5 を使って単位時間あたりの I/O性能についても比
較するべきであった．この結果から初期導入においては
Netgear社の ReadyNAS Proでも数十 MBのファイルの
sequential writeが頻繁に行われない限りは運用可能であ

*3 VMware vSphere Storage Appliance 5.1を用いると，ESXi ホ
ストの内部 (ローカル) ハードディスクリソースを抽象化して
VSAクラスタを構成することができ，これを用いて vMotionを
行うことができる．

*4 http://www.coker.com.au/bonnie++
*5 http://freecode.com/projects/fio

ろうと考え，ReadyNAS Pro を 2 台購入した．数十 MB

のファイルを sequential writeする場面として想定される
ものは初期構築時において旧環境のデータをアーカイブ
したファイルを転送する場面や，そのファイルを展開する
場面などが挙げられる．ファイルを scpで転送した場合は
TCP/IP用通信バッファサイズに起因すると考えられる転
送速度の抑制が，この問題においては良い方向に作用し深
刻な問題となることはなかった．しかしアーカイブファイ
ルの展開の際にはリモートコネクションの切断など様々
な問題が発生した．ReadyNAS PROではなく安価な 1U

サーバを調達し，Linuxなどでファイルサーバを構築する
ことも考慮したが，バックアップも含めた構成を実現した
上で管理ツールも含めて構築する場合のコストを勘案し，
ReadyNAS PROの購入を決断した．
ReadyNAS Proは NICが 2ポートついており，片方の
ポートに障害が発生した場合においても対応することが可
能である．これらを GbEで接続するために Cisco 2960S-

48TD-Lも購入した．この製品は 10GbEが 2ポートつい
ており，将来的に 10GbEポートを持ったより高性能なス
トレージを拡張することを見越したものである．これらの
機器によって図 4のような構成で仮想化基盤を構築した．
機器の調達においては総額を 500万円未満にすることで事
務手続きを簡略化することが可能となり *6 ，より早い調
達と，調達された機器による計測と，年度内のもう一段階
の増強を実現することが可能となる．

2.5 構築ポストプロセス
構築当初から仮想化ハイパーバイザが動作停止する不具
合が発生したが，これらはメーカーから提供された診断
ツールと仮想化ハイパーバイザのログを解析することによ
り原因が判明し，アレイコントローラの交換によって対応
が行われた．調達や構築に時間を要してシステムの仮想化
基盤への移行を急ピッチに行ってしまうとこういった初期

*6 東京大学 [企業のみなさまへ] 調達・契約について
http://www.u-tokyo.ac.jp/fin03/g04_j.html
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図 4 仮想化基盤の機器構成変遷
Fig. 4 A Change of Configuration of Virtulization Infrastructure.

動作不良に対して検証を時間をかけて行う事が困難とな
る．スモールスタートでの構築の利点はハードウェア障害
の特定という点においても有利である．仮想化基盤におい
て当初はグループウェアサービスを動作させるVM のみが
稼働していたが，仮想化基盤でのサービスの開始とともに
学内での宣伝活動を並行して行った結果，2010年度中に 4

つの情報システムが仮想化基盤への移行，あるいは新規構
築を希望してきた．この 4システムは以下の通りである．
• 教員総覧システム
• 中期目標・中期計画進捗管理システム
• 図書館貴重資料データベース
• 美術館収蔵品データベース (バックアップ)

一方でまだ仮想化基盤に移行していない財務会計システ
ムおよび教務情報システムはデータベースへのアクセスが
頻繁に行われるシステムであることを勘案し，より高性能
なストレージの導入とストレージエリアネットワークの
10GbE化，および大学外部でのバックアップの試行などが
来年度の課題となった．

3. 2011年～2012年度の増強

2011年度の組織内予算案の暫定確定とほぼ同時に東北
地方太平洋沖地震が発生し，ほぼ全ての新規予算案は凍結
された．仮想化基盤は増強されないが，仮想化基盤への移
行を希望するシステムは増えた．2011年度に仮想化基盤
への移行を希望した情報システムは以下の通りである．

• 図書館情報システム
• 美術館収蔵品データベース (本番環境)

• 財務会計システム
図書館情報システムは図書館蔵書の購入・寄付受け入れ
に伴う情報の入力の他，学生・教職員による書籍の貸し出
し管理も行うため，重要度，アクセス頻度ともに高いシス
テムである．財務会計システムは入力担当者の数こそ多く
はないが，大学運営において極めて重要なデータを扱うた
め，高いデータの保全性と短いサービス停止時間を求めら
れる．最終的にこれらのシステムの移行を完了した時に問
題となったのは VM用のメモリ容量が逼迫したことにあっ
た．また，各システムは 1～2個の VMを要求し，2011年
度末時点で VM数は 14となっていた．これに対してスト
レージは ReadyNAS Pro 1台のみであったために，ある
VMがストレージに対して高負荷をかけた時の他 VMへの
影響が顕在化していた．こういった状況になることは 2011

年度第 2四半期には推測されていたためストレージの増強
を予定していたが，2011年 7月から始まったタイ洪水の影
響を受けて 10月にはストレージの高騰および製品調達が困
難な状況が発生した．この問題に対処するため，ストレー
ジ製品のシャーシのみを調達し，ハードディスクを翌年度
に調達することとした．増強用のストレージは 10GbE対
応の hp P2000 G3 MSAとし，それに対応するため 10GbE

対応のスイッチ，Brocade VDX6720を 2台調達した．
機器の調達後，2012年度に入ってから構築を行った．図
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4に示したように，hp DL360G7の 10GbE化も併せて行
い，全情報システムの仮想化基盤への移行に備えて CPU，
メモリ資源を増強するため仮想化サーバを 1台増設，耐障
害性に不安のあったNetgear ReadyNAS Proはバックアッ
プストレージとする構成としてデザインを行った．実際に
はこれらの増強に必要な機材が揃う前に任期が完了したた
めに，これらの構成が実稼働している様を筆者は観測する
ことができない．このデザインは小規模な予算で増強をす
ることが可能な設計となっているのが特徴である．2011年
度分の増強機器と，2012年度に申請をした機器費用を合計
しても 500万円未満で調達することが可能である．

4. 広域分散クラウドコンピューティング環境
実現への取り組み

東北地方太平洋沖地震の教訓から，災害回復を実現する
ための取り組みとして，日本学術振興会産学協力研究委
員会インターネット技術第 163委員会 (ITRC)地域間イン
タークラウド分科会 (RICC)を中心に，NII，金沢大学，大
阪大学，広島大学は広域分散クラウドコンピューティング
環境を実現するための実証実験を 2012年度から開始した
(図 5)．

TOYAMA site 

OSAKA site 

TOKYO site O site 
before Migration 

Copy to DR-sites 

Copy to DR-sites 

live migration of  VM 
between distributed areas 

e mig
between distributed areas ween distributed areas w

after Migration 

Copy to DR-sites 

図 5 広域分散ストレージを利用したライブマイグレーション実験
Fig. 5 A Diagram of an Experiment of Live Migration by Using

Wide Area Distributed Storage

我々は広域分散クラウドコンピューティング環境を実現
するための層を下記のような 4層で定義しており，2012年
度に行った実験でこの 1層を実現した．
( 1 ) 広域分散ストレージ層
( 2 ) 障害回復 Traffic Engineering層
( 3 ) ID，ロケータ分離・結合層
( 4 ) 分散プラットフォーム層
実証実験参加組織の仮想化サーバや広域分散ストレージ
ソフトウェア，マイグレーションに必要な要件を満たすた
め，各拠点は SINETを介して接続され，SINET L3VPN

と L2VPNを利用して環境を構築している．現在 JGN-X

を併用したマルチホーム環境での実験も計画中である．既
に 1000km超の距離での広域ライブマイグレーション実験
を行い，秒オーダーのネットワーク不通時間が発生するも

のの VMの移動を実現している．この距離でのライブマイ
グレーションが現実的になれば，各拠点は自拠点の仮想化
基盤から任意の割合の計算機資源を提供することで，VM

がどの拠点で稼働しているかを意識せずに広域分散クラウ
ドコンピューティング環境利用を実現することができる．

5. まとめと考察

限られた時間と資源の中での小規模大学における仮想化
基盤構築の取り組みと，広域分散クラウドコンピュータ研
究を利用した広域ライブマイグレーションとの連携につ
いて紹介した．大学における災害回復手法として遠隔地の
データセンターを利用する例があるが，そういった取り組
みだけでなく，研究開発段階の取り組みを本番環境に乗り
入れさせる構築・運用モデルを示した．
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